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各 位 

会 社 名 マックスバリュ東北株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長  宮地 邦明 

 （コード番号2655 東証第２部）

問 合 せ 先 取締役 

経営管理本部長  古谷 憲介 

 （電話 018－847－2792）

  

 当社の親会社 イオン株式会社 

 取締役兼代表執行役社長 岡田 元也 

 （コード番号8267 東証第１部） 

 

 

特別損失の計上及び業績予想との差異に関するお知らせ 

  

当社は、2011年２月期第４四半期において、下記の特別損失を計上するとともに、2010年12月27日に公表しま

した2011年２月期個別業績予想と、本日公表の実績値に差異が生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．特別損失の計上 

「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、当社が保有する店舗等の一部の固定資産について、収益性の低

下等による減損の兆候が認められたため、その認識・測定を行った結果、2011 年２月期第４四半期において、

固定資産の減損損失402百万円を特別損失として計上し、特別損失を合計で405百万円計上いたしました。 

 

２．2011年２月期個別業績予想と実績の差異（2010年２月21日～2011年２月20日） 

（単位：百万円） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想  （A） 88,000 700 600 82 6円84銭

今回発表実績  （B） 90,894 537 469 △373 △31円17銭

増 減 額  （B-A） 2,894 △163 △131 △455 △38円01銭

増 減 率  （％） 3.3％ △23.3％ △21.8％ － －

（ご参考）前期実績（2010年２月期） 89,953 284 265 263 22円01銭

 

３．差異の理由 

2011年２月期における経営環境については、当社が営業基盤とする北東北エリアにおいては、お客さまの生活

防衛意識が依然として高く、低価格志向はより強まり、少子高齢化に伴う人口減少による商圏の縮小と相俟って、

競合他社との価格競争が一層激化するなど、全国的にみても特に厳しい経営環境が続いております。 

こうした中で当社は、お客さまにご支持いただける店舗運営をはじめとする営業力の強化に取り組み、また、

イオングループのスケールメリットや共通インフラ機能等を活かした売上高と利益率の向上、並びにローコスト

体制の構築による収益力の向上をはかることを目指してまいりました。 
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当期は、2010年10月に「能代長崎店」をディスカウント業態である「ザ・ビッグ」に転換するとともに、11

月には「茨島店」を改装オープンし、店内オペレーションの見直しやアウトパック化の推進により価格競争力の

強化をはかるとともに、医薬品を扱うドラッグ売場の導入やインストアベーカリーの強化などの改装投資を行い

既存店の活性化に努めてまいりました。 

営業面におきましては、生活必需品を納得品質・低価格でご提供する「ベストプライス by トップバリュ」の

販売強化などにより価格競争力の向上をはかるとともに、一人当たり買上点数の増大、客数の増加、固定客づく

りを企図した各種取り組みを実施した結果、当期の既存店売上高は対前期比101.2％となりました。 

一方、売上総利益面では、業態転換や戦略的な価格政策による積極的な売上拡大に取り組んだ結果、売上総利

益率は対前期比0.6ポイントの低下となりましたが、東北に基盤を置くイオングループ６社の機能を一部統合し

たイオン東北食品商品部と連動して仕入力と商品管理力の向上をはかり、「トップバリュ」の売上拡大をさらに

進め、今後とも売上総利益額の増加を目指してまいります。 

経費面では、収益性の向上のため従前よりコスト構造改革を進めており、アウトパック商品の増大等による作

業効率の改善など細部にわたり削減に努めた結果、販売費及び一般管理費の総額は対前期比 2.5％の減少となり

ました。 

こうした取り組みの結果、2011 年２月期通期の業績については、営業収益は90,894 百万円、営業利益は537

百万円、経常利益は469百万円となりましたが、上記の特別損失の計上に伴い当期純利益が△373百万円となり

ました。なお、前期と比べ、営業利益は253百万円、経常利益は204百万円増加し、大幅改善となりました。 

 

以上 


